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  多摩地域の自治体の人口増減状況 

１ 

１ 



三鷹市 東大和市 武蔵野市 

府中市 調布市 小平市 

狛江市 清瀬市 国分寺市 
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考
）多
摩
地
域
の
自
治
体
の
人
口
増
減
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体
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稲城市 東久留米市 

西東京市 

小金井市 

武蔵村山市 

（参
考
）多
摩
地
域
の
自
治
体
の
人
口
増
減
状
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（人
口
の
増
加
傾
向
が
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続
す
る
自
治
体
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昭島市 東村山市 福生市 

あきる野市 瑞穂町 

檜原村 
奥多摩町 日の出町 

羽村市 

（参
考
）多
摩
地
域
の
自
治
体
の
人
口
増
減
状
況 

 

高
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自
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体
） 
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日野市認知度調査・市民意識調査に見る課題 

２ 

２ 



■平成29年度に日野市シティセールス推進課において実施した 
 「日野市認知度等調査」の概要 

日野市認知度等調査の結果 

調査概要 

 
（１）調査地域  日野市および日野市の隣接または沿線の以下の区・市 

           新宿区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、 

           八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、 

           昭島市、調布市、町田市、小金井市、国分寺市、国立市、 

           福生市、東大和市、多摩市、羽村市、相模原市、大月市 

 

（２）調査対象  上記区・市在住の２０歳～４９歳の男女 

 

（３）標本数    ２，０１６人 

 

（４）調査方法  インターネットによるＷｅｂ調査 

 

（５）調査期間  平成２９年８月９日～８月１８日 

 

（参
考
） 

平
成
29
年
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日
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認
知
度
調
査
概
要 
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日野市認知度等調査の結果①定住意向 

■日野市民の定住意向は 
６５．６％と他自治体平均 
（７５．５％）に比べ１０％程度低い。 
 
 
■日野市全世代対象の市民意識  

調査は定住意向８４．６％であり、
その結果と比較して大幅に低い
数字であることから、現役子育て
世代の定住意向が特に低いと考
えられる。 
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日野市認知度等調査の結果②選択意向 

■住むとしたら選ぶ区市を１～５  
位まで選択してもらった。 
 

■日野市を１位に選んだのは２．
１％、１位～５位（計）で９％と、近
隣自治体（立川市、八王子市、多
摩市、昭島市等）と比較しても低
い数字である。 
 

■知名度の高い立川市、八王子
市の中間にあり、魅力が伝わって
いないことが考えられる。 
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日野市認知度等調査の結果③市民の選択意向 

■住むとしたら選ぶ区市１～５  

位について、現在居住区市の選
択率（自分の住んでいる区市を選
んだ率）を集計したもの。 
 

■日野市民の日野市選択率が低
く、特に１位～５位（計）の選択率
では最下位である。 
 

■先述の定住意向と相まって市
民の定住促進・転出予防策が望
まれる。 
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平
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日野市認知度等調査の結果④日野市選択理由 

■住むとしたら選ぶ区市１～５  

位について、日野市を選んだ理
由を選択してもらった。 
 

■住み慣れている、実家がある
等の理由が挙げられており、居住
に関しては過去の接点が重視さ
れることが示唆される。 
 

■その他通勤利便性、自然環境
の良さが上位に挙げられている。 
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日野市認知度等調査の結果⑤日野市不選択理由 

■住むとしたら選ぶ区市１～５  
位について、日野市を選ばな 
かった理由を選択してもらった。 
 
■日野市を良く知らないという 
理由が最も多い。 
 

■都心から離れている、通勤
が不便との回答も上位にあり、
プロモーションに際しては適切
な層の絞り込みが必要である
と考えられる。 
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■日野市企画経営課において、初めて「日野市市民意識調査」を実施した。 

日野市市民意識調査の結果 

調査概要 
 

（１）調査地域     日野市全域 

 

（２）調査対象     日野市在住の満18歳以上の個人 

 

（３）標本数       ３，０００人 

 

（４）対象者の抽出  住民基本台帳による無作為抽出 

 

（５）調査方法     郵送配布、郵送回収 

 

（６）調査期間     平成２９年６月１７日～７月１０日 
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日野市市民意識調査の結果①住みやすさ 

■問「あなたは、日野市が住みや
すいところだと思いますか。」の回
答を比較した。 
 
■平成25年の調査と比較しても 
 特に大きな変化は見られない。 

平成２５年 

住みやす

い, 38.6 

どちらかと

いえば住み

やすい, 
49.7 

どちらかと

いえば住み

にくい, 7.6 

住みにくい, 

2.5 

無回答, 1.7 

住みやすい, 41 

どちらかといえば

住みやすい, 47.5 

どちらかといえば

住みにくい, 8.8 

住みにくい, 1.6 
無回答, 0.9 

平成２９年 

（参
考
） 

平
成
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• 日野市の人口は現状でも増加傾向が続いており、多摩地域の自治体の中でも 

  安定した増加、生産年齢人口の転入数が非常に多い自治体である。 

• 一方で、認知度調査の結果では、積極的に日野市を選択している要因は少なく、
市民の定住意向も低い。 

• 市民意向調査の結果では住みやすい、どちらかと言えば済みやすいを合わせる
と９０％弱の評価であるが、ここ数年の評価はほぼ変わっていない。 

 

• 「住み続けている・愛着がある」以外の日野市の選択要因は、過去の接点 

  通勤等の交通利便、自然環境、職場が近い等の要因が多く、日野市を選択 

  しない要因としては、日野市の認知度の低さのほか、通勤通学、職場の近さ 

  都心へのアクセスなど交通関連の要素が大きい。 
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 生涯活躍のまち 関連資料について 

3 

３ 

・シニアの移住実態について 
 
・地方創生の新たな視点 
  東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題 
  ・少子化問題への対応 
 



住民基本台帳から平成27年1月1日～平成29年1月1日 まで2か年の丘陵部 
（北野街道・川崎街道以南）の地域の60歳以上の市民の転居・転出の状況を調査 

市内転居の状況 

転居人数４４６名 世帯主３３５名 

６０代   １６９人 （３８％） 
７０代   １３５人 （３０％） 
８０代   １０１人 （２３％） 
９０代以上 ４１人 （９％） 

男性 

女性 

６０代 
38% 

７０代 
30% 

８０代 
23% 

９０代以上 
9% 

41％ 
 

59％ 
 

市内のシニア層の移住の実態について 

男女比 
６０代の転居が最も多く、半数以上が単身である可能性
があります。 
また、男女比では女性がやや多い傾向があります。 

（仮説・推定） 
丘陵部からの転居は一定数の転居者がいる
が、女性単身者の比率が多く自発的に望んで
転居していない可能性もある。 
（施設へ入るなど） 
 

年齢区分 

（参
考
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高齢者の市内転居は概ね75%が 
単身世帯となっています。 

転居者の約6割は女性です。 
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（駅近接地への転居） 
豊田駅周辺（多摩平・豊田・旭ヶ丘）への転居人数  ２４世帯２９人 
 
 
 
 
 
（丘陵部団地への転居） 
百草団地 
   １０世帯１２人 
高幡台団地 
    ６世帯９人 
 
 
（丘陵部住宅地 ⇒ 丘陵部団地への転居） 
 
平山３丁目 ３世帯 
南平９丁目 １世帯 

市内転居者の転居先について 

一定の人数は居るものの、全体数からするとそれほど多いとは 
言えない人数である。単身者が多いと思われる。 

実数としては少なく、やはり単身が多い 
団地内の転居は一定数いる。 
エレベーターが無い賃貸共同住宅等では上層
階から下層階への転居が想定される。 

ほぼ、ごく近所からの移動であり、他の地域
からの転居はほぼ皆無。 
平山１、2丁目はゼロであった。 
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（４）時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域 と地域を連携する 

ウ）東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応 
 

大都市圏の高齢化が今後急速に進展し、とりわけ、東京の近郊の高齢者数の増大が顕著となると見込まれてい

る。こうした大都市圏では、急速な高齢化や単身化の進展に伴い、医療・介護サービスへのニーズが拡大してお

り、これら への総合的な対応が課題とされる。 

 

在宅医療を含めた医療介護提供体制の整備により、地域包括ケアシステムの構築を進めるとともに、公共交通機

関等のバリアフリー化により、大都市圏においても高齢者が生きがいを持ちつつ地域の中で豊かに暮らせる環境

を整えることが求められている。 

 

公的賃貸住宅 団地においては、集約化・建替え等と併せて行う高齢者の地域包括ケアの拠点等の形成を促進し、

高齢者等の多様な世代が生き生きと生活し活動できる「スマートウエルネス住宅・シティ」の展開を推進する必要が

ある。 また、東京圏の低出生率には、労働時間の問題など若い世代の働き方が大きく影響していると考えられ、日

本を代表する企業が多く集積している東京圏をはじめ、大都市圏において、「地域アプローチ」が特に重要である。

そして、 東京圏の企業においては、長期的かつ社会経済全体の視点から、ワーク・ライフ・バランスや子育てしや

すい職場環境づくりに取り組むことが求められる。 

【主な重要業績評価指標】  
■ 大都市圏の高齢者の急増に伴う医療・介護需要の増大に対応した、広域連携を視野に入れた医療計画及び 
  介護保険事業支援計画の策定・実施 
■ 独立行政法人都市再生機構（以下「UR」という。）の団地の地域の医療福祉 拠点化 （大都市圏のおおむね 
   1,000 戸以上の UR 団地約 200 団地のうち、 2020 年度ま でに 100 団地程度、2025 年度までに 
   150 団地程度で拠点化）  
■ 建替え等が行われる公的賃貸住宅団地（100 戸以上）における、高齢者世帯、 障害者世帯、子育て世帯の 
  支援に資する施設の併設率：2016 年度～2025 年 度の期間内に建替え等が行われる団地のおおむね９割  
 （2016 年度 84.4％） 

3 まち・ひと・しごと創生基本方針２０１７の新たな視点・施策 



◎ (4)-(ウ)-① 東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題への対応 

◎ (4)-(ウ)-② 大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化  

 ◎ (4)-(ウ)-③ 東京圏をはじめとした大都市圏の少子化問題への対応  

主な施策 

・地域医療介護提供体制の整備と高齢者の住まいの整備の取組を一体的に推進 

 （東京圏と国が連携した、広域的な観点からの地域体制整備） 

・介護・看護人材の確保・定着に向けた取組 

・高齢者を中心とする医療介護提供体制の整備と、空き家の活用や公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化 

・ニュータウンの再生や住み替え支援（リバースモーゲージ )、既存住宅・リフォーム市場の活性化等の一体的な推進 

・高齢者、プレ高齢者の地方移住支援 

・地域医療構想を踏また、2018年度からの医療計画及び介護保険事業支援計画の策定、これに基づく取組 

・公的賃貸住宅団地のストック活用や建替え時の福祉施設等の併設、団地やその周辺地域における高齢者の地域包括ケア 

 の拠点等の形成を推進 

・大規模団地における、居住機能の集約化等、子育て支援施設や福祉施設等の整備を進め、団地を含めた地域再編。 

・高齢者や子育て世帯等の多様な世代が生き生き と生活し活動できるよう「スマートウエルネス住宅・シティ」の展開 

 推進 

・１50 団地程度を医療福祉拠点化 

・地域の実情に即した「働き方改革」など「地域アプローチ」 の取組 
・東京圏の産科施設等における都県域を越えた搬送調整など、安心して子供を産み育てることができる環境の整備 
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 まち・ひと・しごと基本方針２０１７について 
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 地方創生とＳＤＧｓ  
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